
現場からの医療改革推進協議会
第１７回シンポジウム 資料

「安全保障と医学」

２ ０ ２ ２ 年 1 1 月 ２ ６ 日

元厚生労働大臣 塩崎 恭久



政治主導で科学重視の確かな国家ガバナンス確立

規制ではなく、ワクチン・治療薬の開発・遠隔デジタル医療を始めと
する科学技術が新型コロナを抑制

⇒技術革新支援・国際的連携（企業との連携）、CEPI等の国際支援枠
組への実効ある貢献が重要

新型コロナでの課題

ワクチンの世界的遍在に象徴される格差問題

国家ガバナンスの機能不全、科学的でない隔離
一辺倒、感染研の閉鎖性、ワクチン導入の遅れ
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1



【今回の感染症法改正について】
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現 行 改 正 案 あるべき姿

〇厚労大臣から知事への
「一般的指示」

〇２類か５類の分類
（入院措置か否か）

〇現行に加え、厚労大臣から
知事、医療関係者への「総合
調整」
〇都道府県等と医療機関等の
間で「医療確保協定を締結」

〇健康観察の病院への委託の
法定化

〇次期通常国会で検討

〇厚労大臣から知事への指
示権と厚労大臣の直接執行

〇公衆衛生と地域医療の一
体化・融合・情報共有（デー
タヘルスの整備）

〇隔離行動抑制一辺倒でな
く、科学的根拠に基づく段階
的な規制措置、「国民の権利
の保障」

新型コロナの自宅療養者に確実に往
診・オンライン診療等が提供される
よう、必要な医療情報を関係者（保
健所と医療機関等）間で共有する仕
組みを構築



感染症危機対応体制の抜本改革
自民党 行政改革推進本部「大規模感染症流行時の国家ガバナンス改革」提言（令和２年６月２６日）

現 行 関連法制の改正後

● 明治以来一貫して都道府県、保健所・地

衛研等、地方を中心とした感染症対策

● 感染症データの管理、開示が自治体ごと

に不統一、「２０００個問題」

● 感染症危機対応を国の責務として位置付け

● 有事の国－県－保健所の指揮命令系統の明確化
・私権制限など緊急事態対応を特措法担当大臣が指示

・内閣官房に「感染症担当危機管理監」を新設

・厚労大臣が知事等へ所要の措置を指示、自ら措置

● 「公衆衛生」と「臨床医療」の有機的一体化
・保健所等に加え民間医療機関・検査機関を積極活用

し、PCR検査等の範囲拡大による検査促進・保健所負

担の分散化（数値目標設定）

・保健所の有事体制の充実・強化

● 「疫学的研究」と「臨床研究」の一元的運用

(感染研＋NCGM)

● 国による感染症データの一元管理・開示を法定

旧伝染病予防法 （明治30年）
旧結核予防法 （大正8年）
旧保健所法 （昭和12年）
新保健所法 （昭和22年）
新結核予防法 （昭和26年）
地域保健法 （平成6年）
感染症法 （平成10年）
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【武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律】(平成16年施行）

（避難の指示に係る内閣総理大臣の是正措置）

第五十六条 内閣総理大臣は、避難の指示に関し対策本部長が行った事態対処法第十四条第一項の総合調整に基づ

く所要の避難の指示が要避難地域を管轄する都道府県知事により行われない場合において、国民の生命、身体又は

財産の保護を図るため特に必要があると認めるときは、対策本部長の求めに応じ、当該都道府県知事に対し、当該所

要の避難の指示をすべきことを指示することができる。

２ 内閣総理大臣は、前項の規定による指示を行ってもなお所要の避難の指示が当該要避難地域を管轄する都道府県

知事により行われないとき、又は国民の生命、身体若しくは財産の保護を図るため特に必要があると認める場合で

あって事態に照らし緊急を要すると認めるときは、対策本部長の求めに応じ、当該都道府県知事に通知した上で、

自ら当該所要の避難の指示をすることができる。

３ 前二項の規定は、都道府県知事が前条第一項又は第二項の規定により避難の指示を解除する場合について準用す

る。

※同様の構成の条文として、第六十条【都道府県の区域を越える避難住民の受入れのための措置に係る内閣総理大臣の是正措置】

及び第八十八条【救援に係る内閣総理大臣の是正措置】がある。
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【国の指揮命令権、緊急時の知事権限の直接執行】（感染症法）

（厚生労働大臣の是正措置）

第○○条 厚生労働大臣は、大規模感染症流行時において、第十五条【積極的疫学調査、行政検査】第十七条【健康

診断】、第十八条【就業制限】、第十九条、第二十条【入院】、第二十一条【移送】又は二十六条の三から三十三条まで

【消毒等の措置、建物立入制限、交通制限・遮断】・・・の規定による措置が都道府県知事により適正に実施されない場

合において、新型コロナウイルス感染症の発生を予防し、又はそのまん延を防止するため特に必要があると認めるとき

は、当該都道府県知事に対し、当該措置を適正に実施すべきことを指示することができる。

２ 厚生労働大臣は、前項の規定による指示を行ってもなお同項の規定による措置が都道府県知事により適正に実施
されないとき、又は新型コロナウイルス感染症の発生を予防し、若しくはそのまん延を防止するため特に必要と認める
場合であって状況に照らし緊急を要すると認めるときは、当該都道府県知事に通知した上で、自ら同項に規定する
措置を実施することができる。
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